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背景 ・ 課題

令和２年に国が行った“マクロ医師需給推計”では、令和11年頃には受給が均衡し、
それ以降は供給が需要を上回るとされている。

一方、都道府県間の偏在があることから、国全体の医師養成数は現状維持としつつも、
医学部臨時定員の医師多数県から医師少数県等への振り分けが進められている。

将来的には、国全体の医師養成数を抑制する方向性で検討。

全国

医師偏在指標において医師中程度県（全国19位）に位置づけられているものの、人口10
万人対医師数で見ると全国33位である。

甲賀医療圏が医師少数区域となっているなど、地域偏在が課題である。

国全体の医師養成数が抑制される方向性のなか、大学卒業後県内の医療機関で従事する
医師の絶対数を確保するとともに、地域偏在是正に向けてより一層取り組む必要がある。

本県の地域医療に貢献する医師の確実な確保につながる医学生向け貸付金制度（滋賀県
医学生修学資金）の拡充を検討する。

滋賀県
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医学生向け貸付金制度（R6.4.1改正後）の概要

滋賀県医師養成奨学金 滋賀県医学生修学資金

募集人員 16名 ６名

貸与対象者 滋賀医科大学医学部に地域枠で入学した者 全国の医学部３年生（滋賀医大生可）

貸与期間/金額
１年生～６年生（６年間）

年額１８０万円（総額１,０８０万円）

３年生～６年生（４年間）

年額１８０万円（総額７２０万円）

県内従事義務
（免除条件）

• 県内医療機関等に９年間勤務すること。

• 臨床研修を除く７年間のうち、次のいずれかで４年以上勤
務すること。

① B群に所在する県内の病院
② 県内の診療所（総合診療専門研修プログラムにおいて
基幹施設・連携施設とされている診療所、在宅療養支
援診療所に限る）

③ 県内の行政機関（公衆衛生医師として勤務する場合に
限る）

• 県内医療機関等に６年間勤務すること。

• 臨床研修を除く４年間のうち、次のいずれかで２年以上勤
務すること。

① B群に所在する県内の病院
② 県内の診療所（総合診療専門研修プログラムにおいて
基幹施設・連携施設とされている診療所、在宅療養支
援診療所に限る）

③ 県内の行政機関（公衆衛生医師として勤務する場合に
限る）
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滋賀県医学生修学資金の課題
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募集人数まで新規貸与者を確保できておらず、制度の訴求力を高める必要がある。

貸与開始年次 制度数 都道府県数

１ ３ 埼玉県、静岡県、徳島県

３ １ 滋賀県

５ １ 群馬県

１～２ １ 長崎県

１～３ ２ 千葉県

１～４ １ 富山県

１～６ 20 16府県（福島県、長崎県を含む）

４～６ １ 福島県

５～６ ４ 富山県、石川県、福井県

合計 34 26都道府県（重複カウントしない）

※42都道府県が回答（制度有：26、無：16）
※入学試験と紐づけているものを除く
※複数の制度を運用している都道府県があるため、制度数と都道府県数
は一致しない

医学部１年生から貸し付けている都道府県が多く、先に囲い込まれてしまう恐れがある。

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

募集人数 8人 8人 8人 6人 6人 6人 6人 6人 6人 6人

新規貸与 7人 6人 8人 3人 4人 5人 6人 4人 4人 3人

滋賀医大以外の３年生への周知が不十分

全国の医学部に周知依頼しているが、実際に案内が行き届いているか不明。

高校訪問や滋賀医大オープンキャンパスの際に周知しているが、実際に貸与手続きするまで時間が空いてしまう。



滋賀県医学生修学資金の見直し案（Ｒ７～）

滋賀県医師養成奨学金 滋賀県医学生修学資金

募集人員 16名 ６名

貸与対象者 滋賀医科大学医学部に地域枠で入学した者

全国の医学部 １年生※ （滋賀医大生可）

※現１・２年生が貸与を受けられるよう、経過措置として、
現修学資金（３年生から貸与）を２年間存続させる。

貸与期間/金額
１年生～６年生（６年間）

年額１８０万円（総額１,０８０万円）

１年生～６年生（６年間）

年額１８０万円（総額１,０８０万円）

県内従事義務
（免除条件）

•県内医療機関等に９年間勤務すること。

•臨床研修を除く７年間のうち、次のいずれかで４年以上勤務すること。
① B群に所在する県内の病院
② 県内の診療所（総合診療専門研修プログラムにおいて
基幹施設・連携施設とされている診療所、在宅療養支援診療所に限る）

③ 県内の行政機関（公衆衛生医師として勤務する場合に限る)
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高校訪問や滋賀医大オープンキャンパス、入学時オリエンテーションなど、進学前の段階
からより効果的な制度周知が可能となり、申請数の増加が期待できる。

県内従事期間の延長（６年間→９年間）により、地域において必要な医師の確保を促進す
ることができる。

滋賀県医師養成奨学金と同じ取扱いとすることで、被貸与者のほか医師派遣を行う医局等
の制度理解につながり、医師少数区域等への円滑な配置調整が期待できる。
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